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注）イタリア、ス
ペインは、100万人
あたり200人前後に
まで急増。

欧米
（北米と西欧）

東アジア

東アジアの死亡率/感染拡大スピードは、
欧米に比べて圧倒的に低い！ →これぞファクターＸ論



だから、韓国や台湾は、自粛しなかった。

４月～６月の自粛度
（Google World Mobility Data: Transit)

•韓国 -3.3%
•台湾 -1.4 %
（中国のデータ無し）



でも、日本は欧米と同水準の自粛！
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で、自粛すれば、当然、
国民の所得は下落するので・・・



自粛のせいで、日本経済はボロボロになった。
（その内の一つが「交通崩壊」）



挙げ句に、自殺も急増中
（一月５００人以上増加…）

Ｒ２．１１．１５時点での
コロナ死者数１８７９名

・・・これを越えるリスクも・・・



一方、諸外国では徹底的な政府支援
 

 
 

 

①EU:３月末に
財政規律の凍結

②多くの国で所得損
失を補填
（約８割を補償）

③多くの国で、
消費税減税



その結果、Ｖ字回復！！



しかし 日本は・・・
• 消費税も10％のまま、所得補償も無し（10万円一回だけ）
• このままでは日本だけ「L字」になる事は必至。

↓だから・・・
①コロナ不況修了まで、財政規律の事実上の停止が不可欠

②消費税凍結、最低でも5％減税が必須。

③同時にEUレベルの「所得補償」が必須。
（8割の所得補償＆夜の街の店の休業補償）
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